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国家公務員制度改革基本法案が参議院内閣委員会で可決（６月５日）

―推進本部に組合参加の協約締結権付与の検討機関設置へ―

　衆議院において、民主党と与党の協議によって修正された国家公務員制度改革基本法案は、５月30日の参議院本会議で趣旨説明と質疑が行われ、３日の内閣委員会で本格的な審議が開始された。

　６月３日の審議では、民主党議員の「『自律的労使関係制度を措置する』というのは、どれくらいの時間軸でやろうとしているのか」との質問に対し、渡辺大臣は「法的な措置が必要な事項は、３年以内を目途に法制上の措置を講ずることになる。『自律的労使関係制度を措置する』の『措置』には、当然法制上の措置が含まれる。そのため、３年以内を目途に法制上の措置を講ずる、法案を提出することが政府の責務である」と答弁した。

　引き続いて行われた５日の審議では、質問に立った民主党の神本美恵子議員が、労働基本権問題に関わって、①大臣は衆院内閣委で「職員団体を含む関係当事者の意見を十分聞いて検討」と答弁しているが、具体的な検討体制はどうするのか、②同委員会で大臣は「基本法成立後、速やかに次のステージで検討」とも答弁しているが、「速やかに」には検討機関の設置も含んでいるのか、③３日の審議で「３年以内に政府の責務で法案を提出する」と答弁しているが、再確認をさせてもらいたい④４条では改革に必要な措置を法施行後５年以内を目途に講ずるとされており、３年以内に法案を提出し、必要な措置を５年以内に講じていくという理解で良いか―などと追及した。

　これら質問に対し、渡辺大臣から、①法案成立後１ヵ月以内に設置する国家公務員制度改革推進本部のもとに、労働組合を含めた関係者の参加する検討機関を設置する。行革推進本部専門調査会が政令で位置づけられたことから、この検討機関も政令で設置することが妥当である。検討機関のメンバーは、公労使または労使の構成が考えられる、②国家公務員制度改革推進本部の立ち上げとともに、検討をスタートする、③３年以内を目途に法制上の措置を講ずることが政府の責務であると、また、修正基本法案の共同提案者から、④（３年以内の法制化を前提として）12条の自律的労使関係制度の確立に必要な措置は、５年以内に講ぜられるものである―との答弁がされた。

　これら質疑の後、修正基本法案に対する採決が行われ、与野党の全会一致で可決され、本会議に送られた。
　
「国家公務員制度改革基本法案」の成立に対する自治労見解

１．「国家公務員制度改革基本法案」（以下、基本法案）が、本日の参議院本会議において可決・成立した。今後は、１カ月以内に内閣総理大臣を本部長とする「国家公務員制度改革推進本部」（以下、推進本部）が設置され、法案の具体化に向けた本格的な作業が進められることになる。

２．基本法案は、国家公務員制度改革のプログラム法であるが、公務員の労働基本権のあり方についても示されていることから、自治労は、その策定前から基本法案で示される労働基本権のあり方が、行政改革推進本部専門調査会報告および公務員制度の総合的な改革に関する懇談会報告が提言している改革の水準を満たした内容となるよう、連合・公務労協とともに求めてきた。

３．しかし、４月４日に閣議決定された基本法案においては、協約締結権の付与について、事実上、その結論を先送りした内容とされていた。そのため、基本法案が国会に提出されて以降、基本法案において、①非現業職員に協約締結権を付与する方向性を明確にさせること、②政府部内における検討ではなく労働組合が参加する検討の場を設けさせること、③法改正や実施のスケジュールを明確にさせることを基本に、連合・公務労協と連携し、民主党をはじめとする各政党への要請・協議などの対策を強化してきた。

４．これらの取り組みの結果として、５月27日に民主党と与党による修正協議が行われ、労働基本権について「協約締結権を付与する職員の範囲の拡大に伴う便益及び費用を含む全体像を国民に提示し、その理解のもとに、国民に開かれた自立的労使関係制度を措置する」との修正を引き出した。また、その後の参議院での審議において、①推進本部の下に労働組合を含めた関係者の参加する検討機関を設置すること、②３年以内に法制上の措置を講じ５年以内に実施する、などの答弁も引き出してきた。 

５．現在の自治体における労使関係は、労働基本権制約による人勧制度のもと、労使が交渉によって賃金・勤務条件を決定することができず、自らの責任を果たす仕組みとなっていない状況にある。また、人事委員会勧告と無関係な給与の独自削減を実施している自治体は既に70％近くに達しており、現行の人勧制度は、労働基本権制約の代償措置たりえず、機能不全に陥ってしまっている。自治労は、連合・公務労協と連携して、推進本部の下に設置される検討機関を通して、管理運営事項、職員団体登録制度、不当労働行為救済制度のあり方等の課題解決を含め、職場の声を背景に、公務労使関係制度の抜本的改革に全力を挙げて取り組むこととする。

2008年６月６日

全日本自治団体労働組合
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